
国際連合

143人

(40.4%)

その他の国際機関

121人

(34.2%)

外国政府

65人

(18.4%)

研究所14人

(4.0%)

指令で定める機関

11人

(3.1%)
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国際協力・国際交流の推進

行政官の相互派遣等による国際交流や諸外国の人事行政の発展に向けた国際協力に積極的に取り組んでいます。

毎年多くの職員が国際機関や外国政府に派遣され、国際協力に取り組んでいます。

海外への職員の派遣

派遣先機関 （令和６年度末） 派遣先地域 （令和６年度末）

※ 数値は端数処理の関係で合致しないものがある。

▲派遣職員の業務風景

（中央列、左から４人目が派遣職員）

日中韓三国の人事行政機関である、人事院、中国国家公務員局及び

韓国人事革新処は、日中韓協力の一環として人事行政分野における連

携及び相互交流を進めるため各種協力プログラムを実施しています。

日中韓人事行政ネットワーク

ASEAN公務協力会議（ACCSM）は、ASEAN諸国における公務員制

度・公務員人事管理に関する地域間協力を推進するネットワークであり、

日本、中国及び韓国の三国を含めたACCSM＋3において、人事院は、

我が国の代表として参画し、各種協力事業の実施を支援しています。

令和６年10月は「公務におけるワークエンゲージメントとウェルビーイ

ング」をテーマとした国際ワークショップを札幌にて開催し、各国の公務

員人事管理の実務担当者からの発表、各国間での意見交換を行うなど、

人事行政分野におけるACCSM＋３との協力関係を深めています。

さらに、令和７年度より、人事院とシンガポール公務員局との間で職

員の相互派遣を行う「日シンガポール知見交換プログラム」（第１回は日

本で開催）を開始し、公務における共通課題に関する意見交換などを通

じて、知見の共有を推進しています。

また、ガバナンスの向上が課題である開発途上国からは、日本の公務

員制度を学びたいとの要望が多く、人材育成のための研修の実施に協

力しています。

ASEAN諸国との協力、開発途上国に対する支援

外国政府職員を招いた講演会や意見交換会の開催など、諸外国政府

との交流を通じて人事行政分野における最新の実情などを把握してい

ます。

また、日米両国の相互理解や協力関係を深めるため、若手・中堅の米

国連邦政府職員が日本の各府省等で約１年間研修するプログラム（マン

スフィールド研修）を実施しています。

人事行政分野での人的交流・相互理解の促進

▲川本総裁とシンガポール公務員局からの「日シン

  ガポール知見交換プログラム」参加者

▲ASEAN+3 公務協力会議（ACCSM+3）

国際ワークショップ

▲第29期マンスフィールド研修員

派遣者総数
354人
（100％）

②－１写真の差し替え

②－2写真の差し替え

②－３写真の差し替え

アジア

143人

(40.4%)

北米

48人

(13.6%)

中南米3人

(0.8%)

欧州

152人

(42.9%)

アフリカ8人

(2.3%)
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グローバル化への対応
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